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福岡県中小企業生産性向上支援補助金交付要綱  

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、県内中小企業が実施する生産性向上の取組みや設備投資に要する経費に

対し、予算の範囲内において福岡県中小企業生産性向上支援補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することにより、県内中小企業の競争力を向上させ、もって地域産業の基盤強化

を図ることを目的とし、その交付については、「福岡県補助金等交付規則」（昭和３３年福岡

県規則第５号。以下「規則」という。）によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付対象者） 

第２条 この補助金の交付対象者は、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第

１項に規定する中小企業者又は中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条

に規定する組合のうち、次の各号のすべてに該当するものとする。 

（１）日本標準産業分類のＡ農業・林業、Ｂ漁業、Ｓ公務に該当しないこと 

（２）福岡県内に本社又は主たる事業所を有すること 

（３）業務プロセスの効率化及び省力化に対する高い意欲を有すること 

（４）福岡県中小企業生産性向上支援センター（以下「センター」という。）に申込み、生産

性アドバイザーの支援を受け、真摯に生産性向上の取組みを行っていること 

２ 交付対象者は以下に該当しないものとする。 

 （１）暴力団又は暴力団員 

 （２）暴力団員が事業主又は役員であるもの 

 （３）暴力団と密接な関係を有するもの 

 

（補助対象期間） 

第３条 補助対象期間は、交付決定の日から、交付決定に係る県の会計年度の３月１０日まで

とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、センターの生産性アドバイザーが作成した生

産性向上支援計画の中に位置づけられ、交付対象者が福岡県内に有する工場又は事業所、そ

の従業員等を対象として実施する生産性向上に効果的な事業であって、知事が必要かつ適当

と認める事業とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、補助金の交付

対象としないものとする。 

（１）補助事業と同一内容の事業について、県又は他の公的機関から過去に補助金の交付を

受けている又は将来補助金の交付を受けることが確定しているとき 

（２）他の事業者の委託を受けて行う事業 

 

（補助対象経費） 

第５条 この補助金の交付の対象となる経費は、別表１に掲げる経費のうち、知事が必要かつ

適当と認めるものとする。 

 

（補助率及び補助限度額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、補助限度額は、補助区分ごとに別

表２に掲げるとおりとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、交付対象者が、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響で、

原則として売上高等が前年又は前々年同月と比較して１５％以上減少しており、かつ、その

後２か月間を含む３か月間の売上高等が前年又は前々年同期と比較して１５％以上減少する

ことが見込まれる事業者であって知事が認める場合は、補助金の額を補助対象経費の４分の

３以内とし、補助限度額は、補助区分ごとに別表２ただし書きのとおりとする。 

３ 算出された補助金の額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 この補助金の交付を申請しようとする者（以下「交付申請者」という。）は、知事が別

に定める期限までに、「福岡県中小企業生産性向上支援補助金交付申請書」（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

（１）申請者調書（様式第１号の２） 

（２）役員名簿（様式第１号の３） 

（３）事業計画書（様式第１号の４） 

（４）生産性向上計画書（様式第１号の４ 別添） 

（５）補助対象経費収支予算書（様式第１号の５） 

（６）暴力団排除に係る誓約書（様式第１号の６） 

（７）承諾書（様式第１号の７） 

（８）第６条第２項の規定に該当することを証する書類（当該規定の適用を受ける場合） 

（９）その他知事が必要と認める書類 

２ 交付申請者は、補助金の交付の申請に当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費

税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の

税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除

税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入

控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（交付の決定） 

第８条 知事は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、県が設置する審査委員

会においてその内容及び額について審査し、適当と認めたときは補助金の交付決定を行い、

「福岡県中小企業生産性向上支援補助金交付決定通知書」（様式第２号）により交付申請者に

通知する。 

２ 知事は、前項の場合において必要があるときは、補助金等の交付の申請に係る事項につき、

条件を付して補助金等の交付の決定をすることができる。 

 

（交付申請の取り下げ） 

第９条 交付申請者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る補助

金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、申請を取り下げようとする

ときは、交付決定の日から１０日以内にその旨を記載した書面を知事に提出しなければなら

ない。 

 

（変更、中止又は廃止） 

第１０条 交付の決定を受け補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号に

掲げる場合には、速やかに「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る補助事業の変更
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（中止・廃止）承認申請書」（様式第３号）を知事に提出し、その承認を得なければならない。 

（１）補助事業の内容又は経費を変更しようとするとき。 

ただし、次の場合を除く。 

ア 補助事業に要する経費が２０パーセント以内の減額となる内容の変更を行う場合。 

イ 補助事業の目的及び遂行に影響を及ぼさない範囲で、交付対象の規格、仕様の変更、

その他補助事業の軽微な内容の変更を行う場合。 

（２）補助事業を中止又は廃止しようとするとき。 

（３）第６条第２項の規定の適用を受けようとするとき。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ条件を付し、又はこれを変更するこ

とができる。 

３ 知事は、第１項の承認を行った場合は、「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る補助

事業の変更（中止・廃止）承認通知書」（様式第４号）により補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が補助対象期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに「福岡県中小企業生産性

向上支援補助金に係る補助事業遅延等報告書」（様式第５号）を知事に提出し、その指示を受

けなければならない。 

 

（実績報告書の提出） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して１４日以内又は交付決定に係る

県の会計年度の３月１０日のいずれか早い期日までに、「福岡県中小企業生産性向上支援補助

金に係る補助事業実績報告書」（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなけれ

ばならない。ただし、知事が必要と認めるときは、改めて提出期限を定めることができる。 

（１）事業報告書（様式第６号の２） 

（２）補助対象経費収支決算書（様式第６号の３） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

２ 補助事業者は、実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らか

な場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、第１０条により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、速やかに

「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る補助事業実績報告書」（様式第６号）を知事に

提出し、知事の指示を受けなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 知事は、補助事業者から実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補助事

業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第１０条に基づく承認をした場合は、その承認

した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定

し、「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る額の確定通知書」（様式第７号）により通

知するものとする。 

 

（補助金の支払い） 

第１４条 知事は、前条の規定に基づき交付すべき補助金の額を確定した後、補助事業者に対

して精算払いを行うものとする。ただし、知事が補助金の交付の目的を達成するために必要

があると認める場合には、補助事業者に対し、概算払いにより交付することができる。 
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２ 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、「福岡県中小企業生産性向上支援補

助金精算払（概算払）請求書」（様式第８号）を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し） 

第１５条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）法令、本要綱又はこれらに基づく知事の処分若しくは指示に違反したとき。 

（２）知事が提出を求める書類等を期限内に提出しないなど、補助事業に関して、怠慢と認め

られる行為を行ったとき。 

（３）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき、又は交付決定の内容やこれに付された条

件に違反したとき。 

（４）補助事業や提出書類等に虚偽その他不正の行為があったとき。 

（５）交付決定後生じた事情の変更等で、補助事業の全部又は一部を継続することができない

と判断したとき。 

（６）第２条第２項に規定するものに該当することが明らかになったとき。 

２ 前項の規定は、第１３条の規定に基づく額の確定があった後においても適用する。 

３ 知事は、第１項の規定に基づく交付決定の取消しを行ったときは、「福岡県中小企業生産性

向上支援補助金交付決定取消通知書」（様式第９号）により補助事業者に速やかに通知するも

のとする。 

 

（補助金の返還） 

第１６条 知事は、前条の規定に基づき補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合に

おいて、当該取消しに係る部分に対する補助金の交付を既に行っているときは、その補助金

の返還を命ずるものとする。 

２ 知事は前項に基づき補助金を返還させるときは、次に掲げる事項を補助事業者に通知する。 

（１）返還すべき補助金の額 

（２）加算金及び延滞金に関する事項 

（３）返還期限 

 

（実績報告後の消費税等の取扱い） 

第１７条 補助事業者は、実績報告後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費

税等仕入控除税額が確定したときには、「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に関する消費

税及び地方消費税の仕入控除税額の確定に伴う報告書」（様式第１０号）により、速やかに知

事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があったときは、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

 

（補助金の経理） 

第１８条 補助事業者は、本補助事業に係る経理の収支を明らかにするために、これに関する

帳簿及び証拠書類その他補助事業の実施に関する必要な書類を整備し、補助期間が終了した

日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

 

（帳簿書類の検査等） 

第１９条 知事は、本事業の適正かつ円滑な実施を図るため、必要に応じて補助事業者に報告

を求め、本補助事業に係る帳簿及び証拠書類、その他補助事業の実施に関する必要な書類や
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物件を検査できるものとする。 

 

（補助事業の成果報告） 

第２０条 補助事業者は、補助事業終了月を含む決算期末及びその翌年度から３年間、「福岡県

中小企業生産性向上支援補助金に係る補助事業成果報告書」（様式第１１号）を毎会計年度終

了後、速やかに知事に提出しなければならない。 

 

（財産の管理及び処分） 

第２１条 補助事業者は、補助事業が完了した後も、当該事業により取得し、又は効用が増加

した設備等（以下「交付対象物」という。）を、善良な管理者の注意をもって管理するととも

に、補助金交付の目的に沿って、その効果的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加したと知事が認める交付対象物を、

ほかの用途に使用、譲渡、交換、貸付、又は担保の用に供しようとするときは、あらかじめ

「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る取得財産処分承認申請書」（様式第１２号）を

知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、前項の承認を行った場合は、「福岡県中小企業生産性向上支援補助金に係る取得財

産処分承認通知書」（様式第１３号）により補助事業者に通知するものとする。 

４ 知事は、補助事業者が取得財産等を処分したことにより、収入がある又は収入があると見

込まれるときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

５ 第２項の承認が必要な財産は、当該財産の取得価格又は増加価格が５０万円以上の財産で

あって、総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に定

める期間を経過していないものとする。 

 

（成果の発表） 

第２２条 知事は、補助事業が完了したときは、補助事業者と協議の上、その成果を発表させ

ることができるものとする。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第２３条 補助事業者は、第８条の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一部

を、知事の承諾を得ずに第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

 (自署及び押印の省略) 

第２４条 次の各号に掲げる手続きについては、予め知事に報告している電子メールアドレス

から送信する場合は、当該様式への自署及び押印を省略することができる。 

（１）第１４条第２項に定める精算払（概算払）請求書（様式第８号） 

（２）第１７条第１項に定める消費税及び地方消費税の仕入控除税額の確定に伴う報告書

（様式第１０号） 

（３）第２０条に定める成果報告書（様式第１１号） 

（４）第２１条第２項に定める取得財産処分承認申請書（様式第１２号） 

 

（その他） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、補助事業の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

  附 則 

この要綱は、令和３年２月２２日から施行し、令和３年度までの補助金に適用する。 
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別表１ 補助対象経費 

補助区分 補助対象経費 

大規模支援 

（１）生産性向上に効果的な自動化・IoT 装置、ソフトウェア等の購

入及び改良費 

（２）（１）に付随する下記①から④の経費 

① QC活動等を実施するための事務機器等購入費 

② 生産性向上に関する人材育成経費（セミナー等の受講料） 

③ 設備導入に伴う社員の教育訓練費 

④ 遊休設備の保守点検費用 

 

小規模支援 

（１）生産性向上に効果的な以下の取組みに要する経費 

① 治具・器具、ソフトウェア等の購入、改良費 

② QC活動等を実施するための事務機器等購入費 

③ 生産性向上に関する人材育成経費（セミナー等の受講料） 

④ 設備導入に伴う社員の教育訓練費 

⑤ 遊休設備の保守点検費用 

 

※ソフトウェアについては、本補助事業の目的のみに使用する場合は対象とする。 

 

なお、以下の経費は、補助対象としない。 

ア 補助金交付決定日よりも前に発注、購入、契約等を実施したもの、または事業期間終

了後に納品、検収等を実施したものに係る経費 

イ 消費税及び地方消費税、収入印紙代、銀行振込手数料（先方負担とした場合を含む）、

代金引換手数料 

ウ 交付対象物の設置・保管場所の家賃、使用料、保管料、地租 

エ 光熱水費、通信費、自社の従業員の人件費及び旅費 

オ レンタルに係るリース費用 

カ 補助対象の保守管理費（遊休設備の保守点検費用は除く）、各種保険料 

キ 汎用性があり、目的外使用になり得る備品、設備（事務用のパソコン、プリンタ、タ

ブレット、デジタル複合機等）の購入等に要する経費。ただし、それが生産性を向上さ

せるシステムの一部を構成する場合は、対象とする。 

ク 中古市場においてその価格設定の適正性が明確でない中古品の購入等に係る経費 

ケ 上記のほか、福岡県知事が本事業の目的として適当でないと認める経費 

 

別表２ 補助限度額 

補助区分 補助限度額 

大規模支援 
１，０００万円 

ただし、第６条第２項の規定の適用を受ける場合は１，５００万円 

小規模支援 
１５０万円 

ただし、第６条第２項の規定の適用を受ける場合は２２５万円 

 


